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１ 横手市災害廃棄物処理計画とは                

 横手市災害廃棄物処理計画は防災対策の一環に位置づけられ、「災害廃棄物対策指針（平

成 30 年 3 月、環境省）」及び「大規模災害発生時における災害廃棄物対策行動指針（平成

27 年 11 月、環境省）」に倣い災害への事前の備えとして策定する。東日本大震災や熊本地

震の例に見られるように、発災後は大量の災害廃棄物が発生する。また、横手市は過去に多

くの水害に見舞われており、災害への事前の備えとして計画策定の必要性は高い。 

本計画に記載すべき内容は、「災害廃棄物対策指針（環境省）」に表１の項目が示されてい

る。また、表２の関連計画との整合性を考慮する。 

 

 

表 1 横手市災害廃棄物処理計画に記載するべき事項 

No 項目 No 項目 

1 計画の位置づけ・趣旨 11 災害廃棄物処理 

2 対象とする災害 12 発生量・処理可能量 

3 災害の規模別・種類別の対策 13 相談窓口対応 

4 対象とする業務 14 住民への啓発・広報 

5 基本的考え方 15 災害応急対応 

6 組織体制・指揮命令系統 16 処理対応の判断フロー 

7 情報収集・連絡 17 初期対応 

8 協力・支援体制 18 災害廃棄物処理実行計画の作成 

9 職員への教育訓練 19 計画の見直し 

10 一般廃棄物処理施設  

 

表 2 整合性を考慮する他計画 

計画の名称 連携が考えられる内容 

横手市防災計画 災害対策本部での役割 
関連部局との連携 

横手市業務継続計画 発災直後の対応・業務継続 

横手市一般廃棄物処理計画 ごみ処理施設に関する情報 

秋田県地域防災計画 県との調整・連携 

秋田県災害廃棄物処理計画 県との調整・連携 

 はじめに 
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２ 災害廃棄物処理のイメージ                  

 横手市災害廃棄物処理計画には、特に初期対応や事前に考慮・整理しておくべき事項につ

いて出来る限り詳しく記述する。大規模災害においては、災害廃棄物処理実行計画を策定す

ることになるので、応急期から復興期に渡る期間については、実行計画において詳細を定め

ることとする。 

 

表 3 各進捗状況における災害廃棄物処理対策 

項目 行動 

 情報収集・連絡 

 協力・連携 

 発生量・処理可能量推計 

 仮置場の設置 

初動期 相談窓口対応 

 住民への啓発・広報 

 収集運搬・処分フロー 

 道路啓開 

 避難所対応 

 一次仮置場の外部委託 

 県内広域処理体制の構築 

応急期～復興期 家屋解体 

 遺失物対応（自動車等） 

 二次仮置場 

 県外広域処理体制の構築 

復旧期・復興期 仮置場の返還対応 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

初動期については、具体的な業務

を詳しく記載する。 

中長期的な対応については、災害

廃棄物処理実行計画策定時に検

討する。 

応急期以降の対応については、本

計画において具体的な計画を記

載する。 

災害廃棄物処理計画 

災害廃棄物処理実行計画 
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横手市災害廃棄物処理計画 
 

 

１ 基本的事項                         

１－１ 本計画の位置づけ及び計画策定の趣旨 

（1）本計画の位置づけ 
本計画は、今後大規模地震や水害、その他自然災害が発生した場合の災害廃棄物（避難所

ごみを含む）の処理について、「横手市一般廃棄物処理計画」や災害対策基本法第 40 条によ

る「横手市地域防災計画（平成 27 年 4 月修正）に基づき、「秋田県地域防災計画（平成 30

年 3 月、秋田県）」、「災害廃棄物対策指針（平成 30 年 3 月、環境省）」（以下「国対策指針」

という。）、「大規模災害発生時における災害廃棄物対策行動指針（平成 27 年 11 月、環境

省）」（以下「大規模行動指針」という。）、「災害対策東北ブロック行動計画」（以下、ブロッ

ク行動計画」という。）及び「秋田県災害廃棄物処理計画（平成 30 年 3 月、秋田県）」（以

下、「県処理計画」という。）を踏まえ、横手市の基本的な考え方や処理方法を示すものであ

る。本計画の位置づけを図 1-1-1 に示す。 

 

（2）計画策定の趣旨 
本計画は、今後大規模地震や水害、その他自然災害が発生した場合の災害廃棄物（避難所

ごみを含む）の処理について、適正かつ迅速に処理を行うため、横手市の基本的な対応方

針として策定したものである。 

  

 第 1 編 総則 
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出典：大規模災害発生時における災害廃棄物対策行動指針（修正） 

図 1-1-1 本計画の位置づけ 

災害 

発生後 

災害 

発生後 

〇〇災害に係る 

災害廃棄物処理実行計画 

大規模災害廃棄物対策の 
ための連絡会等 
平時から広域での連携・協力関係を構築 

 

将来的な方向性 
 

 

災害廃棄物対策 
東北ブロック行動計画 

災害廃棄物対策 
東北ブロック協議会 

連
携 

大規模災害 

発生後 

〇〇災害における 

災害廃棄物処理指針 

災害対策基本法 

（復興段階では大規模災害復興法） 

防災基本計画 

（復興段階では復興基本方針） 

環境省防災業務計画 

廃棄物処理法 

相互に整合性を図る 

災害廃棄物対策指針 

【通常の災害】 
地方自治体が災害に 

備えて策定する災害廃

棄物の処理に係る計画

の策定指針を提示。 

 

 当該計画を策定して

いない地方自治体が、発

災後に災害廃棄物の処

理指針とするものとし

ても活用。 

①各主体が備えるべき大規

模地震特有の事項 

②地域ブロックにおける対

策行動計画の策定指針 

 （特に広域連携について） 

③発生後に環境大臣が策定

する処理指針の雛形（東

日本大震災のマスタープ

ラン的なもの） 

大規模災害発生時における 

災害廃棄物対策行動指針 

横手市 

横手市一般廃棄物処理計画 横手市地域防災計画 

 横手市災害廃棄物処理計画 

秋田県 

第３次秋田県 

循環型社会形成推進基本計画 

 

 
県地域防災計画 

秋田県災害廃棄物処理計画 

相互に整合性を図る 

〇〇災害における 

災害廃棄物処理実行計画 

図 1-1-1 本計画の位置づけ 
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１－２ 対象とする災害 
 本計画において対象とする災害は、横手市地域防災計画に定める地震、豪雨等の自然災害

とする。なお、県処理計画で推計している被害想定は表 1-1-1 のとおりである。 

表 1-1-1（1） 主な被害想定 地震災害 

災害の種類 想定される被害 

地震災害 
（13 地

震：横手盆
地真昼山地 
連動地震） 

全壊 27,405 棟、半壊 21,868 棟、最大震度 7、内陸型連動 

想定される災害廃棄物発生量      （単位：ｔ） 

柱材・角材 コンクリート 金属くず 可燃物 不燃物 土材系 

200,305 2,084,766 253,033 667,888 708,764 0 

合計 3,914,757 

出典：県処理計画【資料編】P100（平成 30 年 3 月、秋田県） 

表 1-1-1（2） 主な被害想定 水害 

災害の種類 想定される被害 

水害 
（横手川上流 

氾濫） 

床下浸水 2,185 棟、床上浸水 2,300 棟、想定雨量 254mm（2日間） 

想定される災害廃棄物発生量     （単位：ｔ） 

可燃物 不燃物 金属くず 廃家電 混合廃棄物 危険物・処理困難廃棄物 

4,588 2,250 187 62 1,600 205 

合計 8,892 

水害 
（皆瀬川氾

濫） 

床下浸水 222 棟、床上浸水 369棟、想定雨量 200mm（1日間） 

想定される災害廃棄物発生量     （単位：ｔ） 

可燃物 不燃物 金属くず 廃家電 混合廃棄物 危険物・処理困難廃棄物 

730 358 30 10 255 33 

合計 1,416 

水害 
（成瀬川氾

濫） 

床下浸水 4,174 棟、床上浸水 347 棟、想定雨量 192mm（1日間） 

想定される災害廃棄物発生量    （単位：ｔ） 

可燃物 不燃物 金属くず 廃家電 混合廃棄物 危険物・処理困難廃棄物 

850 417 35 12 297 38 

合計 1,649 

水害 
（雄物川上流 

氾濫） 

床下浸水 906 棟、床上浸水 1,458 棟 
想定雨量 椿川から椿川基準地点上流域等の 2日間総雨量 241mm、海から椿川基準

地点上流域等の 2 日間総雨量 250mm、大曲地点上流域等の 2 日間総雨量
254mm、雄物川橋地点上流域等の 1 日間総雨量 192mm 

想定される災害廃棄物発生量    （単位：ｔ） 

可燃物 不燃物 金属くず 廃家電 混合廃棄物 危険物・処理困難廃棄物 

2,888 1,416 118 39 1,008 129 

合計 5,598 

出典：県処理計画【本編】P23（平成 30 年 3 月、秋田県） 
県処理計画【資料編】P169,175,176（平成 30 年 3 月、秋田県） 
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（１）廃棄物焼却施設の余力 
県処理計画では、災害廃棄物(可燃物)の処理可能量として、クリーンプラザよこて（一般

廃棄物焼却施設）の余力を推計している。算出条件を表 1-1-2、推計結果を表 1-1-3 に示す。    

通常稼動した平成 29 年度のデータを使用した結果、余力は 1,331ｔ/年となっている。 

なお、横手市内には表 1-1-4 に示す産業廃棄物焼却施設がある。産業廃棄物処理施設の能

力は焼却施設 39.866ｔ/日、破砕施設 2,098.52ｔ/日、溶融施設 1.4ｔ/日となっている。 

 

表 1-1-2 算出条件 

能 力 

平成 29年実績（整備・点検を除く） 
処理実績 

稼動実績 

稼動可能日数 

処理期間 
2.7 年(災害廃棄物の処理期間は最大 3年間であるが、体制整備や既存施
設の機能回復等で概ね 4か月を要するものとし、2.7 年とした。) 

余力 
(年間処理能力(t/年) － 年間稼働実績(t/年度))×処理期間(2.7 年) 
※年間処理能力(t/年) = 公称能力(t/日)×稼働可能日数(日/年) 

出典：県処理計画 資料編 P133（平成 30年 3月、秋田県） 

表 1-1-3 クリーンプラザよこての余力 

①能力 
（t/日） 

②処理能力 
（t/年） 

③H29 稼動 
実績 

（t/年） 

④稼働可能 
日数 

（日/年） 

⑤余力（年間） 
②－③（t/年） 

⑥余力 
（t/2.7 年） 

⑤×2.7 

95 26,600 25,269 280 1,331 3,593 

※処理計画を 3 年としているが、体制整備等に概ね 4 ヵ月要すると仮定し、2.7 年間とした。 
※ごみ処理施設については、定期点検による休止期間も考慮する。 

                   処理能力及び稼動実績の出典：横手市資料（平成 30年 9月調べ） 

 
 

表 1-1-4 横手市内の産業廃棄物処理施設数    平成 30 年 11 月現在  

処理方法 施設数 処理能力（t/日） 許可を受けている区分 

焼却 2 39.866 廃プラスチック、木くず、紙くず、繊維くず 

破砕 8 2,098.52  
廃アルカリ、廃プラスチック、木くず、紙く
ず、がれき類、ゴムくず、金属くず、ガラス
くず 

溶融 2 1.4   発泡スチロール対象 

※施設数については、横手市内の(一社)秋田県産業廃棄物協会 会員に聞き取りを行った。 
※処理能力は全ての処理可能品目の総計である。 
※産業廃棄物処理施設が横手市外に設置されている場合は除外している。 
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（２）最終処分場の余力 
県処理計画では、災害廃棄物(不燃物)の処分可能量として、横手市南東地区最終処分場

の余力を推計している。算出条件を表1-1-5、推計結果を表1-1-6に示す。平成28年度より

クリーンプラザよこてが稼動した結果、焼却能力の向上と主灰の資源化により、年間の最

終処分埋立量が1/3以下となり、10年後の余力も21,769㎥とクリーンプラザよこて稼働前

の約4倍となっている。 

なお、横手市では出来る限り資源リサイクル・焼却による減容化を行っており、最終処

分場への災害廃棄物の直接搬入は無いものと推測している。 

 

表 1-1-5 算出条件 

埋立実績 
平成 29年度実績 

残余容量 

余力 

 
残余容量(㎥)－(年間埋立実績(㎥/年度)×10年)×1.5(t/m3) 
 
10年後残余容量とは、現状の残余容量から、10年間で必要となる生活ご
みの埋立容量を差し引いた値である。今後災害が直ちに発生するとは限
らないこと、また、災害廃棄物を埋立処分した後、最終処分場を新たに
設置するまでには数年を要することから、10年間の生活ごみ埋立量を差
し引いたものである。 

出典：県処理計画 資料編 P135（平成 30年 3月、秋田県） 

 

表 1-1-6 横手市南東地区最終処分場の余力 

① H29 埋立実績 
（㎥/年） 

② H29 年度終了時 
  点残容量（㎥/年） 

③余力（10年後）
（㎥） 

②－（①×10年） 

④余力（10年後）
（ｔ） 

③ ×1.5ｔ/㎥ 

927 31,039 21,769 32,653 

埋立実績及び H29年度終了時点残容量の出典：一般廃棄物処理実態調査 （平成 29年度） 
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１－３ 対象とする災害廃棄物 

 対象とする災害廃棄物は次のとおりである。 

 

 表 1-1-7 災害廃棄物の種類 

【地震、豪雨等の自然災害によって発生する廃棄物】 

種類 内訳 

木くず 柱、梁、壁材、水害等による流木等 

コンクリートがら等 コンクリート片やコンクリートブロック、アスファルトくず等 

金属くず 鉄骨や鉄筋、アルミ材等 

可燃系廃棄物 繊維類、紙、木くず、プラスチック等が混在した廃棄物 

不燃系廃棄物 分別することができない細かなコンクリートや木くず、プラスチック、ガラス、

土砂等が混在し、概ね不燃性の廃棄物 

腐敗性廃棄物 畳、水産加工場や飼肥料工場等から発生する原料及び製品、動物の死体等 

廃家電 被災家屋から排出されるテレビ、洗濯機、エアコン等の家電類で災害により被害

を受け使用できなくなったもの 

廃自動車等 災害により被害を受け使用できなくなった自動車、自動二輪、原付自転車、農機

具 

有害廃棄物 石綿含有廃棄物、PCB 廃棄物、感染性廃棄物、化学物質、フロン類・CCA※・テトラ

クロロエチレン等の有害物質、医薬品類、農薬類、アスベスト等 

その他処理が困難

な廃棄物 

消火器、ボンベ類などの危険物や、ピアノ、石膏ボード、廃タイヤ、太陽光パネ

ル等の地方公共団体の施設では処理が困難なもの 

※CCA:クロム銅ヒ素系木材保存剤 

 

【被災者や避難者の生活に伴い発生する廃棄物】 

種類 内訳 

生活ごみ 家庭から排出される生活ごみや粗大ごみ 

避難所ごみ 避難所から排出される生活ごみ等 

し尿 仮設トイレ（災害用簡易組み立てトイレ、レンタルトイレ及び他市町村・関係業

界等から提供されたくみ取り式トイレの総称）等からの汲取りし尿 

出典：国対策指針（一部編集） 
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１－４ 災害廃棄物対策の基本方針 

（１）災害に強い施設の整備 
  災害に強い一般廃棄物処理施設等の整備・点検に努め、必要に応じて、非常用自家発電

設備や地下水等の利用など、業務を継続するために必要な資機材を備蓄する。 

（２）災害廃棄物処理の方針 
  災害廃棄物処理の方針は次のとおりとする。 

 ・市の施設及び市内業者の活用を図るとともに、他市町村の処理に協力する。 

 ・循環資源を可能な限り再資源化する。 

 ・災害廃棄物を適切に管理し、生活環境を保全する。 

 ・市内処埋が困難なときは、県・市町村・民間団体との協定に基づき、広域処理体制を構

築する。 

（３）処理期間 
  処理期間は、大規模災害においては 3 年以内の処理を目指す。なお、水害にあっては 1

年以内の処理を目指す。 

（４）災害廃棄物処理計画と災害廃棄物処理実行計画 
 本計画には、発災直後に対応すべき事項を定め、1 年以上の期間に及ぶ災害廃棄物処理

に関しては、発災後に策定する「災害廃棄物処理実行計画」により具体的な処理体制を構

築する。 

（５）教育訓練・人材育成等 
 国や県が主催する教育訓練・人材育成事業に積極的に参加する。また、自主的な人材育

成にも取り組むために、以下の資料等も活用する。 

「災害廃棄物に関する研修ガイドブック （国立研究開発法人 国立環境研究所）」 

                   http://dwasteinfo.nies.go.jp/cd/index.html 

（６）被災地への支援 
  協定等に基づき、県又は県内外の市町村から災害廃棄物処理に係る支援要請があった

ときは、災害廃棄物の受入や収集運搬の他、人材の派遣等についてできる限り協力する。 

 

１－５ 災害廃棄物処理計画の見直しについて 
本計画は、国の「災害廃棄物対策指針」や「秋田県災害廃棄物処理計画」及び「横手市地

域防災計画」の改定や市の現状に基づき、必要に応じ見直しを行う。 
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２ 組織・指揮命令系統                     

２－１ 組織体制 

（１）横手市災害対策本部 
 大規模な災害が発生したときは、横手市地域防災計画に基づき災害対策本部が設置され

る。また、災害の規模に応じて災害対策部、災害警戒部、災害連絡部が設置され、必要な対

応を実施する。災害対策本部においては、各部局に対策班を編成し、各災害対策業務に対応

する。 

 

 

図 1-2-1 横手市災害対策本部の構成（平成 31年 4月現在） 
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（２）民生福祉部環境班の役割 

 災害廃棄物処理は災害時に設置される民生福祉部環境班が対応する。環境班の主な事務

分掌を表 1-2-1 に示す。 

表 1-2-1 民生福祉部環境班の主な事務分掌 

組織名 班長 主な事務分掌 

民生福祉部 

環境班 

生活環境課長 

（副班長：国保市民課長） 

１．災害地の清掃及びし尿処理に関すること 
２．災害廃棄物の処理に関すること 
３．清掃用車両、し尿吸排車の確保に関すること 
４．へい獣の処理に関すること 
５．空き家対策に関すること 
６．死体の洗浄、検案等の補助、収容施設の確保、輸送

及び一時保管に関すること 
７．埋火葬及び慰霊に関すること 

 

 

（３）環境班内の災害廃棄物処理担当の役割 
被災状況に応じ、災害廃棄物処理を担当する民生福祉部環境班に、総務、収集、処理の３

つの担当を設置し、災害廃棄物処理に当たる。各担当係の主な事務分掌を表 1-2-2 に示す。 

表 1-2-2 民生福祉部環境班内の災害廃棄物処理担当の主な事務分掌 

担当名 主な事務分掌 備考 

総務 

担当 

１．災害廃棄物対策の全体の進行管理と調整 
２．職員の参集状況の確認、人員配置 
３．災害対策本部、県、他市町村の災害廃棄物担当部署との連絡 
４．支援の要請や受け入れのための連絡調整 
５．各係の応援 
６．災害ごみ、がれき、し尿等の発生量の推計 
７．し尿処理計画の策定 
８．仮設トイレの設置 
９．仮設トイレの維持管理や使い方の指導 
１０．住民への広報、相談 
１１．廃棄物の区分・処理方法についての住民への指導、相談 
１２.被災地域の消毒 

災害ごみの発生量推

計・処理方法について

関係部署・関係機関等

と連携調整する。 
 

収集 

担当 

１．避難所及び一般家庭から排出されるごみの収集運搬 
２．避難所及び一般家庭から排出されるし尿、浄化槽汚泥の収集

運搬 
３．支援業者等への収集運搬委託業務 

収集運搬について関係

機関等と連携調整す

る。 

処理 

担当 

１．処理施設の点検、被災施設の復旧 
２．避難所及び一般家庭から排出されるごみの処理 
３．避難所及び一般家庭から排出されるし尿、浄化槽汚泥の処理 
４．仮置場の開設と管理 
５．災害ごみの分別、指導 
６．支援業者への処理委託事務 

処理施設の点検及び災

害ごみの処理について

関係機関等と連携す

る。 
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（４）地域局援護班の役割 
横手市内の８つの地域局援護班で担当する主な事務分掌を表 1-2-3 に示す。 

表 1-2-3 地域局援護班の主な事務分掌 

組織名 班長 主な事務分掌 備考 

援護班 
市民 

サービス 
課長 

１．援助が必要な避難者の誘導及び収容に 
関すること 

２．避難所の運営に関すること 
３．避難者及び被災者の健康相談に関すること 
４．遺体の収容に関すること 
５．物資の配布に関すること 
６．被災地の清掃及びし尿処理に関すること 
７．相談窓口の設置に関すること 
８．罹災証明の発行に関すること 

【民生福祉部環境班より依頼する 
災害廃棄物処理関係事務】 

１．災害廃棄物仮置場候補地の確認 
２．住民への広報 
３．仮設トイレの設置必要数の把握 
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２－２ 協力支援体制 

（１）NPO、災害ボランティアとの連携 
 被災住宅等の建物からの災害廃棄物の撤去、搬出等については、多くの人員が必要となる。

よって、災害時に市社会福祉協議会へ NPO や災害ボランティアの受け入れを行うため、ボ

ランティアセンターの設置を要請する。 

（２）自治体、民間団体等との協力 
広域処理が必要な規模の大災害等の場合、市の職員のみでは対応しきれない事態が想定

される。事前に廃棄物に関連する技術を持つ各種団体、民間企業をピックアップし災害時に

必要な技術分野の支援または技術者の派遣について協力体制を構築しておく。 

また、市は、迅速な処理体制の構築を図るため、協力体制について状況の変化に合わせて

定期的に見直し、必要な改定を行う。 

 

表 1-2-4 自治体等との災害時相互応援協定 

 締結年月日 相手方 主な内容 備 考 

1 
S61.5.23 
H22.4.1 

神奈川県厚木市 災害時相互応援 旧横手市で締結 

2 
H16.10.22 

H24.7.6 
茨城県那珂市 災害時相互応援 旧横手市で締結 

3 H18.4.26 秋田県全 12 市 災害時相互応援  
4 H20.7.31 （一社）秋田県産業廃棄物協会 災害廃棄物の処理等の協力 秋田県で締結 
5 H20.10.1 国土交通省湯沢河川道路事務所 雄物川の画像情報の提供  

6 H22.11.29 国土交通省東北地方整備局 
災害対策現地情報連絡員の派

遣 
 

7 H23.11.14 秋田県環境整備事業行動組合 災害時のし尿収集運搬 秋田県で締結 
8 H24.1.20 秋田県及び全市町村 災害時相互応援 秋田県で締結 

9 H24.11.1 秋田県平鹿地域振興局 
災害発生時一時立ち寄り所と

して使用 
 

10 H24.11.13 岩手県西和賀町 災害時相互応援  

11 H25.5.20 
由利本荘市、湯沢市、大仙市、大

船渡市、奥州市、花巻市、北上市、

遠野市、釜石市 
災害時相互応援  

12 H26.2.13 全国青年市長会 災害時相互応援 44 市 

13 H29.1.31 協同組合 横手環境協議会 
災害時の家庭系一般廃棄物収

集運搬 
 

14 H29.1.31 横手環境保全振興会ほか 災害時のし尿収集運搬  

※太字は、災害廃棄物処理に関する内容を含む協定である。 
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（３）都道府県及び国の協力・支援 
県は、大規模災害発生時、他の都道府県との協定や東北ブロック災害廃棄物対策行動計画

に基づき、県外との広域処理体制を構築し、適切な対応を図るため、Ｄ.Ｗaste-Ｎet（災害

廃棄物処理支援ネットワーク）を活用し、国に人材派遣を要請する。 

また、市が災害廃棄物処理に関する事務を行うことができないときは、地方自治法に基づ

く事務委託を受け、市に代わり当該事務を行う。Ｄ.Ｗaste-Ｎet の災害時の支援の仕組み

を図 1-2-2 に示す。 

横手市は、市内の被災状況に応じ、速やかに県へ要請を行うものとする。 

 

 

 
図 1-2-2 Ｄ.Ｗaste-Ｎet の災害時の支援の仕組み 

             出典：環境省 災害廃棄物対策情報サイト Ｄ.Ｗaste-Ｎet  
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２－３ 情報伝達 

（１）県との連絡 
 電話、ファクシミリ、電子メール等の通常の連絡手段を用いることを原則とし、災害廃棄

物に係る県の連絡窓口である環境整備班（災害廃棄物対策本部）に連絡する。なお、被災に

より通常の連絡手段が使えないときは衛星携帯電話を活用する。 

（２）クリーンプラザよこての運営事業者との連絡 
 非常時の連絡体制を活用し、電話、ファクシミリ、電子メール等の連絡手段を用いること

を原則とする。連絡窓口は、市民生活部生活環境課（運営事業者：株式会社よこて E サー

ビス クリーンプラザよこて（TEL 0182-23-6146、FAX 0182-23-6147））とする。なお、

被災により通常の連絡手段が使えないときはクリーンプラザよこてへ直接訪問し確認する。 

（３）横手市南東地区最終処分場との連絡 
 非常時の連絡体制を活用し、電話、ファクシミリ、電子メール等の連絡手段を用いること

を原則とする。連絡窓口は、市民生活部生活環境課 横手市南東地区最終処分場（TEL・

FAX0182-36-8050）とする。なお、被災により通常の連絡手段が使えないときは最終処分

場へ直接訪問し確認する。 

（４）横手市横手衛生センターとの連絡 
 非常時の連絡体制を活用し、電話、ファクシミリ、電子メール等の連絡手段を用いること

を原則とする。連絡窓口は、市民生活部生活環境課  横手市横手衛生センター          

（TEL0182-32-1974、FAX0182-32-1977）とする。なお、被災により通常の連絡手段が使

えないときは衛生センターへ直接訪問し確認する。 

（５）横手市雄物川衛生センターとの連絡 
 非常時の連絡体制を活用し、電話、ファクシミリ、電子メール等の連絡手段を用いること

を原則とする。連絡窓口は、市民生活部生活環境課 横手市雄物川衛生センター（TEL0182-

22-5346、FAX0182-22-5318）とする。なお、被災により通常の連絡手段が使えないときは

衛生センターへ直接訪問し確認する。 

（６）住民への広報 
 住民に対しては、複数の媒体（防災無線、よこて安全安心メール、横手かまくら FM、チ

ラシ、掲示、SNS 等）により積極的に情報を提供する。 
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３ 処理の流れ                                      

３－１ 災害廃棄物処理の全体的流れ 
（１）仮置場 
 比較的被害が小さいときは、ごみステーションで災害廃棄物を回収する。一戸あたりから

排出される災害廃棄物（片付けごみ）の量が大きいときは、仮置場を設置する。また、場合

によっては戸別回収を検討する。 

大規模災害時は、主にがれき類、木くずなどの解体ごみの広域処理を中心として行う二次

仮置場を設置する。処理先の受入基準に合わせた分別・処分が必要になることから、県 

や受入自治体、廃棄物処理許可業者等と調整の上、内容を決める。 

仮置場は、あらかじめ候補地を一覧表で管理し、災害時には災害対策本部が選定する。た

だし、こうした候補地は、自衛隊の野営地や避難所のほか、応急仮設住宅への優先的利用が

想定されることから、関係団体と連絡調整しながら柔軟に対応する。 

 

表 1-3-1 ごみの搬入場所 

ごみステーション 発災前から住民が生活ごみを搬入していた場所 

住民用仮置場 

・発災後に新たに設置する、住民の家屋内から排出される災害廃棄物 
（以下「片づけごみ」という。）を住民自ら搬入する場所 

・面積は、片づけごみの回収する拠点となるための適切な広さでよい 
※被害が大きい場合は、各世帯の庭先から戸別回収 

一次仮置場 
・災害廃棄物を一定期間、分別・保管し、必要に応じ粗破砕・粗分別
を行う場所 

・災害廃棄物の発生量推計に合わせた面積を有し、分別保管が原則 

二次仮置場 
・大規模災害時や県外広域処理を行う場合に、一次仮置場等から災害
廃棄物を集約し、必要に応じ破砕機等の仮設による破砕・分別等を
行う場所 

出典：宮城県災害廃棄物処理計画（平成 29 年 8 月）宮城県（一部編集） 

 

表 1-3-2 仮置場の選定方針 

候補① 公園、グラウンド、未利用の公共施設用地等の公有地、公民館、ごみ処理施設 

候補② 未利用工業団地 

留意事項 

・特に大規模災害においては、他の用途との競合による混乱を避けるため、仮
置場の開設については災害対策本部に諮る。 

・冬期間の開設が見込まれる場合には、除雪スペースを考慮する。 
・災害廃棄物の搬入、搬出を考慮する。具体には「市地域防災計画 (P136-137）
第２編第２章第１３節交通輸送計画」に記載された緊急輸送道路から、仮置場
候補地までの大型車のアクセスを考慮する。 
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（２）処理フロー 

災害廃棄物の代表的な処理フローは次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              住民が自己搬入：     市の委託業者が搬入： 

※青矢印は既存のルート、赤矢印は災害時におけるルート 

図 1-3-1 災害時における災害廃棄物処理の全体像 

出典：宮城県災害廃棄物処理計画（平成 29 年 8 月）宮城県（一部編集） 

集積場所 

粗破砕・粗選別 

破砕・選別 

処理・処分 

既存の一般廃棄物 
処理施設 
 
・焼却施設 
・し尿処理施設 
・破砕選別施設 
・最終処分場 

既存の産業廃棄物 
処理施設 

必要に応じて、 
県内外広域処理、 
仮設焼却炉設置 

※危険物や廃家電は既存の 
 処理ルートで処理を行う。 

災害廃棄物の発生 

 
避難所ごみ 

被災家屋 

生活ごみ 

し尿 

片づけごみ 

道路啓開や 

建物解体 

由来のごみ 

高齢者世帯は 
戸別収集 

「市地域防災計画 (P136-137)第２編第２章第１３節交通輸送計画」に記載された緊急輸送路 

 
【第 1次】 
秋田自動車道、湯沢横手道路、国道 13 号、国道 107 号（岩手県境～国道 13 号） 
 
【第 2次】 
国道 107 号（国道 13 号～由利本荘市境）、国道 342 号、（主）横手東由利線（市雄物川中央線～（主）大曲
大森羽後線）、（主）大曲大森羽後線（（主）横手東由利線～大仙市境）、（主）横手大森大内線（国道 13 号～
（主）大曲大森羽後線）、（主）横手停車場線、（主）横手成瀬線（国道 107 号～山内地域局庁舎前）、（一）
川連増田平鹿線（国道 342 号～湯沢市境）、（一）御所野安田線、（市）大沢二井山丘陵線（国道 107 号
～羽後町境）、（市）横手中央線（国道 13 号～（市）横手環状線）、（市）駅東線、（市）横手環状線（光明
寺児童公園前交差点～（一）御所野安田線）、（市）雄物川中央線（国道 107 号～（主）横手東由利線） 
 
【第 3次】 
第 1 次、第 2 次緊急輸送道路から各地域局庁舎及び主な指定避難所まで連絡する道路 

※区間表記のない路線は全線対象。 

ごみステーション 

一次仮置場 

二次仮置場 
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（３）災害廃棄物処理に関連する協定 

 本市が単独で対応することが困難な量の災害廃棄物が発生したときは、表 1-3-3 の協定に

基づき、県、市町村又は民間事業者に対し、協力を要請することができる。 

 

表 1-3-3 災害廃棄物処理に関する協定 

協定の名称 協定内容 締結日 

災害時における秋田県及び 

市町村相互の応援に関する協定 

秋田県 

県内 25市町村 
平成 24年 1月 20日 

大規模災害時における災害廃棄物の 

処理等の協力に関する協定 

秋田県 

（一社）秋田県産業廃棄物協会 
平成 20年 7月 31日 

災害時におけるし尿等の 

収集運搬に係る協定 

秋田県 

秋田県環境整備事業協同組合 
平成 23年 11 月 14日 

災害時における家庭系一般廃棄物 

収集運搬に関する協定 
協同組合 横手環境協議会 平成 29年 1月 31 日 

災害時におけるし尿収集運搬 

に関する協定 
横手環境保全振興会 他 平成 29年 1月 31日 

 

３－２ 規模別の災害廃棄物処理対応 
 小・中規模災害時は、片づけごみや建物解体由来の災害廃棄物が排出されるので、これら

を一次仮置場に一時保管し、必要に応じて県に対し県内の広域処理の調整を要請する。 

 大規模災害時は、災害廃棄物の量が膨大になるので、二次仮置場で破砕・選別処理を行い、

県に対し県外を含めた広城処理の調整を要請する。小規模、中規模、大規模災害について、

それぞれの災害廃棄物処理の流れを図 1-3-2～図 1-3-4 に示す。 

 

（１）小規模災害（市の施設や市内業者で処理可能） 
 災害廃棄物の主体は片づけごみである。必要に応じて仮置場を経由した後、既存施設で処

理・処分する。災害廃棄物の種類によっては、民間事業者に処理を委託する。 

 

 

 

 

 

 

 

※規模によっては、発生しない場合がある。 

図 1-3-2 小規模災害における災害廃棄物処理の流れ 

災害廃棄物の種類 仮置場 処理・処分 

片づけごみ 

建物解体由来のごみ※ 

避難所ごみ・し尿※ 

 

災害廃棄物の保管 

（分別） 

既存焼却施設 ⇒ 最終処分場 

し尿処理施設 

廃棄物処理許可業者 
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（２）中規模災害（県内広域処理で処理可能） 
 災害廃棄物の主体は片づけごみの他、建物解体由来のごみや避難所ごみ、し尿が挙げられ

る。仮置場では簡易な選別を行う場合もある。既存施設で処理・処分を行い、必要に応じて

県へ県内の広域処理調整を要請し、県内広域処理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-3 中規模災害における災害廃棄物処理の流れ 

 

 

（３）大規模災害（県外広域処理、激甚災害） 
 災害廃棄物の主体は建物解体由来のごみであり、発生量が多い。また、処理困難廃棄物も

発生する。一次仮置場で粗選別した後、県への事務委託による二次仮置場での本格的な破砕

選別を行い、必要に応じて県外広域処理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-4 大規模災害における災害廃棄物処理の流れ 

災害廃棄物の種類 仮置場 処理・処分 

片づけごみ 

建物解体由来のごみ 

避難所ごみ・し尿 

コンクリート殻 

がれき 

災害廃棄物の保管 

粗選別・分別 

県内広域処理 

県内焼却施設 

県内最終処分場 

県へ要請 

災害廃棄物 
の種類 

一次 
仮置場 

二次 
仮置場 

処理・処分 

片づけごみ 

建物解体由来のごみ 

避難所ごみ・し尿 

コンクリート殻 

がれき 

処理困難廃棄物 

災害廃棄物 

の保管 

粗破砕・粗選別 

災害廃棄物の保管 

破砕・選別・分別 

仮設処理施設の設置 

県内広域処理 

県外広域処理 

県内焼却施設 

県内最終処分場 

県外焼却施設 

県外最終処分場 

県へ事務の委託を依頼 

県へ要請 

既存焼却施設 ⇒ 最終処分場 

し尿処理施設 

廃棄物処理許可業者 

既存焼却施設 ⇒ 最終処分場 

し尿処理施設 

廃棄物処理許可業者 
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災害廃棄物処理の全体的な流れは次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
手順４－① 環境省方式で推計 
手順４－② 組成別発生量を推計 

 
手順３－① 避難所のごみ・し尿の収集計画を検討する。 
手順３－② 住民の片づけごみの出し方を検討する。 
手順３－③ 住民用仮置き場からの回収を手配する。 

２ 発災後４８時間以内 

１ 発災後２４時間以内 

 第 2 編 災害廃棄物処理の進め方 

手順１ 全体的被害情報を把握する。 

手順２ 仮設トイレを設置する 

手順３ 災害廃棄物の収集体制を構築す

 
手順５－① 仮置場候補地の選定 
手順５－② 開設前の準備 
手順５－③ 仮置場の管理 
手順５－④ 住民への広報 

 
手順７－① 県への電話対応 
手順７－② 協定締結団体及び県との打合せ 
手順７－③ 文書による正式要請 

 
手順８－① 契約締結の準備 
手順８－② 単価の設定 
手順８－③ 業者の選定 

手順４ 災害廃棄物の発生量を把握する。 

手順５ 一次仮置場を開設・管理する。 

３ 発災から４８時間以降 

手順６ 処理先を確保する。 

手順７ 広域処理体制を構築する。 

手順８ 契約を締結する。 

手順９ 国庫補助制度を活用する。 

手順１０ 災害廃棄物処理実行計画を策定する。 
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1 発災後２４時間以内                                     

 

手順１ 全体的被害状況を把握する。 

 

表 2-1-1 情報収集する内容 

内容 情報の内容 収集先 主な活用方法 

BCP 職員の安否確認 直接※ 初動対応 

災
害 

災害規模 災害対策本部（県） 補助金等 

水害の浸水範囲 災害対策本部 発生量推計 

避難所、避難者数 災害対策本部 避難所ごみ推計 

被害建物数 災害対策本部 発生量推計 

ごみ処理施設等の被害 直接※ 処分 

し尿収集業者等被害 直接※ 収集運搬 

ごみ収集業者等被害 直接※ 収集運搬 

有害廃棄物等の状況 災害対策本部 収集運搬・処分 

現地の確認 直接 全般 

イ
ン
フ
ラ 

道路被害 災害対策本部 収集運搬・処分 

停電の状況 災害対策本部 処分 

上下水道被害 災害対策本部 処分 

他 他市町村の被害状況 災害対策本部（県） 収集運搬・処分 

※「直接」施設や業者の被害状況を情報収集する項目については、事前に名簿等を整え、速やかに確認できるよう準備

する。 

 
〇情報収集を開始する。 

〇被害及び対応について、報告書様式により県にメール等で報告する。 

災害対策本部等を通じ、被害情報を把握する。 
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  避難所のゴミの収集、仮設トイレの手配、災害ゴミの仮置場の必要設置数の配分にかか

わることから、地域別の被災状況、避難所設置数、避難者数の把握に努める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       
 

図 2-1-1 横手市の地域区分図 
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手順２ 仮設トイレを設置する。 

 

 

  

 
 
〇 し尿処理は衛生面に大きく影響することから、最初に対応する。市地域防災計画に

おいて想定されている第 13 地震（横手盆地真昼山地連動）及び、雄物川水系の水害

における仮設トイレ設置数（推計）を表 2-1-2 に示す。 

表 2-1-2 地域別仮設トイレ設置数（基） 

地域名称 
仮設トイレ設置数 

No.13 雄物川水系水害 

横手地域 230 159 

増田地域 44 31 

平鹿地域 79 55 

雄物川地域 58 41 

大森地域 39 27 

十文字地域 80 56 

山内地域 21 15 

大雄地域 30 21 

設置合計 582 403 

※実際の災害時には避難所ごとのおおよその人数を確認し設置数を決定する。 

※地域別の設置数は合計数を人口比にて按分したもので、個別数値の合計と

合わない場合がある。 

 

避難所などへの仮設トイレの設置を手配する。 

 
〇最低限 78.4 人あたり 1 基の仮設トイレが必要 

（トイレ容量 400L、3 日に 1 回汲取り実施時） 

〇大規模災害時で、仮設トイレの確保が困難な場合は県に応援を求める。 

〇仮設トイレのレンタル業者の一覧を作成し、年 1 回更新する。 

仮設トイレ設置の留意事項 
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手順３ 災害廃棄物の収集体制を構築する。 

 

 

 

 

  

 
 

手順３－① 避難所のごみ・し尿の収集計画を検討する。 

 
 

手順３－② 住民の片づけごみの出し方を検討する。 

 
 

手順３－③ 住民用仮置き場からの回収を手配する。 

 
※ 緊急の必要により競争入札に付することができないとき（地方自治法施行令第 167

条の 2 第 1 項第 5 号）は、随意契約が認められる。委託契約時の留意事項について

は手順８に整理する。 

避難所のごみ・し尿の収集計画を検討する。 

 
〇 既存の収集運搬業者を活用し、通常のごみ収集に加え、避難所のごみ収集を手配す

る。なお、既存の収集運搬業者で足りないときは、県に応援要請する手順７。 

〇 同様に仮設トイレの汲み取りについても手配する。 

手順３－① 避難所のごみ・し尿の収集計画を検討する。 
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〇 地域ごとに、住民用仮置場を設置するか又は被害家屋から直接戸別回収するかを検

討する。 

〇 住民用仮置場は、被害の大きい地域の近傍に配置する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

手順３－② 住民の片づけごみの出し方を検討する。 

 
〇 水害時は水が引けると同時に片付けごみが排出されるので、特に速やかに対応

する。 

〇 地震災害時は余震が収まり、各家庭の片付けの他、解体や改築の進捗に合わせ

て災害廃棄物が排出されるので、水害に比べると排出のピークは遅い。ただし、

住民への広報を考慮し、早めに開設の要否を判断する。 

地震と水害の違い 

 
 
〇 既存の収集運搬業者を活用し、住民用仮置場からのごみ収集を手配する。 

  既存業者で足りない場合は、県を通して産業廃棄物協会に応援要請する。 

〇 被害が大きかった地域や高齢者世帯には、戸別回収を実施する。 

 

手順３－③ 住民用仮置き場からの回収を手配する。 
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２ 発災後４８時間以内                                    

手順４ 災害廃棄物の発生量を把握する。 

 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
※ 大規模災害時ほど被害の把握に時間が掛かる。推計が困難なとき又はいとまがない

ときは、推計作業を後回しにして手順５へ進む。 

災害廃棄物の発生量を推計する。 

 

災害廃棄物発生量＝ 

全壊棟数×全壊１棟あたりの発生原単位 

＋半壊棟数×半壊１棟あたりの発生原単位 

＋床上浸水世帯数×床上浸水１棟あたりの発生原単位 

＋床下浸水世帯数×床下浸水１棟あたりの発生原単位 

＋木造焼失棟数×木造焼失１棟あたりの発生原単位 

＋非木造焼失棟数×非木造焼失１棟あたりの発生原単位 

 

手順４－① 環境省方式の推計 

手順４－① 環境省方式で推計 

 

手順４Ü① 初動期における推計 

水害、火災の場合 

手順４－② 組成別発生量を推計 
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表 2-2-1 被害別の発生原単位 

被害の程度 発生原単位（ｔ/棟・世帯） 

全壊 １１７ 

半壊 ２３ 

床上浸水 ４．６０ 

床下浸水 ０．６２ 

焼失 
木造 ７８ 

非木造 ９８ 

 

【参考】浸水深から被害区分を判断するときの目安 

被害区分と 

浸水深 

床下浸水：浸水深 0～0.5m 

床上浸水：浸水深 0.5～1.5m 

半壊  ：浸水深 1.5m～2.0m 

全壊  ：浸水深 2.0m 以上 
 

 

 

 
 
〇 初動期は被害状況が正確に把握できない場合が多い。水害や火災の被害

は次の方法により概数を推計することができる。 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

手順４－① 初動期における推計 

 
１ 現地確認や住民情報を地図に落とし、被害家屋棟数を把握する。 

 

２ 全被害家屋棟数に２トンを乗ずる。 

 

水害廃棄物発生量（初動期）＝全被害家屋棟数（棟）×２（t/棟） 

全被害家屋棟数＝全壊＋半壊＋床上・床下浸水等の合計棟数 

 

水害 

 
 火災発生地区を把握した時点で、住宅地図から当該地区の焼失棟数の概数を把

握し火災廃棄物発生量を推計する。 

火災 
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〇 手順４－①で求めた災害廃棄物発生量に次の組成割合を乗じて、組成別発生量を推

計する。 

 

〇 こうして求められた災害廃棄物発生量を仮置場の必要面積や処理量見込みに活用

する。 

表 2-2-2（1） 災害廃棄物 組成別発生量の原単位 （地震） 

（単位：％） 

種類 柱材・角材 コンクリート 可燃物 金属くず 不燃物 

地
震 

液状化、揺

れ 
5.4 52 18 6.6 18 

火
災 

木造 0 31 0.1 4 65 

非木造 0 76 0.1 4 20 

 
表 2-2-2（2） 災害廃棄物 組成別発生量の原単位 （水害） 

（単位：％） 

種類 可燃物 不燃物 金属くず 廃家電 混合廃棄物 
危険物・ 

処理困難廃棄物 

水害 51.6 25.3 2.1 0.7 18.0 2.3 

 
 

手順４－② 組成別発生量の推計 
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（参考 畳の廃棄量の推計） 

平成29年に発生した豪雨による水害（大森地区）では、床上浸水以上の被害を受けた家

屋は162棟であった。また、廃畳は約2,500枚（１棟当たり15.43枚）が発生した。これを

原単位として、水害時の床上浸水被害棟数から廃棄畳の発生量を推計する。 

発生した破棄畳を処分可能な大きさ（8等分）に切断（粗破砕）する為に、ロードカッ

ター2台×9.5日（7.5ｈ/日）を稼動させている。よって、ロードカッター1台当たりの1日

の処理量は、約131枚である。なお、このほかに畳を切断する際に並べる作業員として8人

/日、切断後の撤去にホイールドーザー1台を使用している。 

上記結果を基に、表2-2-3の廃畳枚数をロードカッター1台で処理した場合の処理日数を

表2-2-4に示す。 

推計の結果、すべての河川での廃棄畳の処理はそれぞれの河川流域に機材を配置した場

合、1年以内に粗破砕可能との結果となった。 

 

表 2-2-3 水害による廃棄畳発生量の推計 

水系 河川名 
浸水棟数（棟） 

床上浸水 廃棄枚数 

雄物川 
（一級水系） 

横手川 上流 2,300 35,489 

皆瀬川 369 5,694 

成瀬川 347 15,354 

雄物川 上流 1,458 22,497 

出典：県災害廃棄物処理計画【資料編】P169（平成 30年 3月、秋田県） 

              

表 2-2-4 廃棄畳処分（粗破砕）に必要な処理日数の推計 

水系 河川名 廃棄枚数 
1 日当たりの必要機材等 

処理日数 
（日） 

ロードカッター 
（台） 

作業員 
（人） 

雄物川 
（一級水系） 

横手川 上流 35,489 1 4 271 

皆瀬川 5,694 1 4 44 

成瀬川 15,354 1 4 117 

雄物川 上流 22,497 1 4 172 
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手順５ 一次仮置場を開設・管理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一次仮置場を開設し、管理を開始する。 

手順５－① 仮置場候補地の選定 

手順５－② 開設前の準備 

手順５－③ 仮置場の管理 

手順５－④ 住民への広報 
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手順５－①－１ 仮置場に使用できる候補地リストより抽出する。 

・事前に把握している候補地から他の用途に使用する場所を除外する。 

 
 

 

手順５－①－２ 候補地を絞り込む。 

 ・必要な面積を確保できるか。 
※ 手順４で災害廃棄物発生量を推計していない場合は、被害の大きい

地域になるべく広い候補地を選定する。 

・仮設住宅等の他の目的に利用されないか（長期間の使用が可能か。）。 
・住民の生活環境に影響しないか。 
・補助制度毎に場所を分ける必要はないか。 
・搬入・搬出車両や作業用重機の出入りが容易か。 
・二次災害（地盤沈下、河川の氾濫、急傾斜地の土砂災害等）のおそれ

は無いか。 
・長期間の保管が見込まれる場合は、冬期間の除雪スペースが確保でき

るか。 

 

 

 

手順５－①－３ 候補地を決定する。（災害対策本部） 
 

 

 

手順５－① 仮置場候補地の選定 
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 仮置場の必要面積は、次の推計式により計算する。 

＜仮置場必要面積の推計式＞ 

面積＝①集積量（ｔ）÷②見かけ比重÷③積み上げ高さ（ｍ）×（1＋④作業スペースの割合） 

① 集積量（ｔ）＝災害廃棄物の発生量（ｔ）－⑤処理量（ｔ）   

⑤ 処理量（ｔ）＝災害廃棄物の発生量（ｔ）÷⑥処理期間 

② 見かけ比重：可燃物 0.4t/㎥ 、不燃物 1.1t/㎥ ※1      ※1：国対策指針【技 1-14-4】 

③ 積み上げ高さ：5m（5ｍ以下が望ましい）    

④ 作業スペース割合：1 

⑥ 処理期間：3 年（地震）、1 年（水害） 

参考：国対策指針 技術資料（環境省） 

 

＜算出例＞ 

 水害（全壊１０棟、半壊２０棟、床上浸水３００棟、床下浸水 7００棟）の際、一度に仮置

場に仮置きする場合の必要面積の計算例を表 2-2-5 に示す。 

表 2-2-5 仮置場必要面積の推計（算出例） 

 可燃物 不燃物 金属くず 廃家電 混合廃棄物 
危険物・ 

処理困難物 
合計 

災害廃棄物 
発生量（ｔ） 

1,777 871 72 24 620 79 3,444 

仮置場必要面積 
（㎡） 

2,962 528 44 15 376 48 3,973 

  ※ 処理期間：１年  積み上げ高さ：３ｍ  作業スペース割合：1 

 

（災害廃棄物発生量） 

117ｔ×10 棟+23ｔ×20 棟+4.6ｔ×300 棟+0.62ｔ×700 棟＝3,444ｔ 

（仮置場必要面積） 

可燃物 1,777ｔ÷0.4÷3ｍ×2＝ 2,962 ㎡ 

不燃物 871ｔ÷1.1÷3ｍ×2＝ 528 ㎡ 

金属くず 72ｔ÷1.1÷3ｍ×2＝ 44 ㎡ 

廃家電 24ｔ÷1.1÷3ｍ×2＝ 15 ㎡ 

混合廃棄物 620ｔ÷1.1÷3ｍ×2＝ 376 ㎡ 

危険物・処理困難物 79ｔ÷1.1÷3ｍ×2＝ 48 ㎡ 

 合計 3,973 ㎡ 

 

仮置場の必要面積の計算 
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（参考 一次仮置場の必要面積の推計結果） 
 表 2-2-6 一次仮置場の必要面積推計結果 

No. 想定地震 
面積 

（㎡） （ha） 

1 能代断層帯 1,000 0.10 

2 花輪東断層帯 1,000 0.10 

3 男鹿地震 1,000 0.10 

4 天長地震 1,000 0.10 

5 秋田仙北地震震源北方 69,300 6.930 

6 北由利断層 10,700 1.07 

7 秋田仙北地震 590,500 59.05 

8 横手盆地東縁断層帯北部 108,400 10.84 

9 横手盆地東縁断層帯南部 566,700 56.67 

10 真昼山地東縁断層帯北部 13,000 1.30 

11 真昼山地東縁断層帯南部 64,700 6.47 

12 象潟地震 3,000 0.30 

13 横手盆地真昼山地連動 1,700,200 170.02 

14 秋田仙北地震震源北方仙北地震連動 1,338,400 133.84 

15 天長地震北由利断層連動 123,800 12.38 

16 津軽山地西縁断層帯南部 0 0.00 

17 折爪断層 1,000 0.10 

18 雫石盆地西縁断層帯 1,000 0.10 

19 北上低地西縁断層帯 48,600 4.86 

20 庄内平野東縁断層帯 4,200 0.42 

21 新庄盆地断層帯 1,000 0.10 

22 海域Ａ 1,700 0.17 

23 海域Ｂ 3,000 0.30 

24 海域Ｃ 1,000 0.10 

25 海域Ａ+Ｂ連動 19,500 1.95 

26 海域Ｂ+Ｃ連動 11,900 1.19 

27 海域Ａ+Ｂ+Ｃ連動 43,300 4.33 

出典：県災害廃棄物処理計画 資料編 P122～126（平成 30年 3月、秋田県）   
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手順５－②－１ 開設前の写真を撮影する。 

 ※環境影響が懸念される場合は、使用前に環境調査を行う。 

 
 

手順５－②－２ 分別品目を決定する。 

 分別品目は、クリーンプラザよこて、産業廃棄物処理許可業者等における受け入れ品

目にできる限り合わせる。これらについては、排出元での分別が困難な場合は、受入基

準に倣い原則として仮置場内で選別や重機による破砕作業を手配する。 

（手順 6 表 2-3-1 参照） 

 
 

手順５－②－３ 配置（レイアウト）を決定する。 

 
 ⇒基本のレイアウトを参照する。 

 ⇒搬入経路の幅員や重機の設置スペースや搬出作業の方法など、 

  考慮する事項が多岐にわたることから、仮置場管理の受託業者と打合せの上決定す

ることが望ましい。 

 
〇品目・配置の留意事項 

 ・受け入れしないごみを明確にする（生活ごみなど）。 

 ・左折で入場し、左折で退場することができる時計回りで、かつ、一方通行の動線が

望ましい。 

 ・家電や畳など分かりやすいものを先に降ろすように配置することが望ましい。 

 ・河川堆積物などの土材系については、残土置場などの別途専用の保管場所を用意す

る。 

・危険物と可燃物は、離して配置することが望ましい。 

 

手順５－② 開設前の準備 
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【水害】 

 ・浸水により電化製品の発生が多くなる傾向にある。 
 ・ストーブ類も持ち込まれることから、燃油の分別を徹底する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※入口が２箇所の場合 

【地震災害】 

 ・規模の大きい地震では、解体ごみが大量に発生する。 
 ・解体ごみが大量に発生するときは、移動式破砕機の設置スペースも必要になる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※入口が１箇所の場合 

 

入口 出口 

管理棟 

家電 

処理困難廃棄物 

（畳、布団、マ

ットレスなど） 

危険物 

その他 

不燃物 

可燃物② 

（可燃物①以外） 

可燃物① 

（粗大ごみ系） 

流木 

重機 

入口 出口 

管理棟 

家電 

処理困難廃棄物 

（畳） 

危険物 

金属系 

（解体ごみ） 

可燃ごみ 

（木くず等） 

コンクリート 

（解体ごみ） 

重機 

不燃ごみ 

基本のレイアウト 
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〇 職員のみで仮置場の管理をすることが難しい場合は、管理を委託する。 

  バックホウ等の重機を有する地域の廃棄物処理業者や建設業者（両方を兼ねる業者

が望ましい。）などへの委託を検討する。 

〇 緊急随契が想定される。契約については手順８に整理する。 

 

 

１ 火災防止対策 

 ・可燃物は 5ｍ以上積み上げない。 

 ・畳は 3ｍ以上積み上げない。 

 ・保存場所の面積を 200 ㎡/箇所 以下にする。 

 ・保管の山と山の間隔を 2ｍ以上確保する。 

 ・可燃物と灯油類、バッテリー等を一緒に保管しない。 

 ・可燃物にガス抜き管を設置する。 

 ・可燃物の水蒸気の発生を目視で監視する。 

 

 

・1ｍ深さを温度測定し、70℃以下であれば切り返しして温度を下げる。80℃以上

であれば側面を覆土し、温度が下がるのを待つ。 

  

・水蒸気よりも早く上がる蒸気（又は煙）が見られた場合は、直ちに消防に連絡す

る。 

 

２ 環境対策 

 ・必要に応じて、出入り口に鉄板などを敷設する。 

 ・粉じんの発生を防ぐため、適宜散水する。 

 ・必要に応じて覆い（ブルーシート）、ネット・フェンス等を設置する。 

 ・腐敗性廃棄物は直接ごみ処理施設に搬入する（なるべく保管しない。）。 

 ・殺虫剤等の薬剤を用意し、必要に応じて散布する。 

 
 

 

 

 

 

  

手順５－③ 仮置場の管理 

水蒸気が見られた場合 

仮置場管理の留意事項 
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３ 管理 

 ・開設当初に、「見せごみ」を配置する。 

 ・搬入量・搬出量を管理・記録する。 

 ・受け入れ時間内は、無人にしない。 

 ・分別を案内する職員等を配置する。 

 ・ある程度大きな仮置場には、重機を配置し積み込みや家具等の粗破砕を行い、搬

出等の効率を上げる。 

 

４ 安全対策 

 ・作業員は防塵マスク、ヘルメット、安全靴等を着用する。 

  
 

 

 

 

 

〇 住民へ広報する内容は次のとおりとする。 

①いつから、どの時間帯で受け入れるのか 

②受け入れる場所はどこか 

③受け入れる品目は何か 

④何が持ち込み禁止なのか 

⑤問い合わせ先及び電話番号 

  ⇒チラシ作成例 

 

〇 住民に対しては、複数の媒体（防災無線、よこて安全安心メール、横手かまくら

FM、チラシ、掲示、SNS 等）により積極的に情報を提供する。 

 

  

手順５－④ 住民への広報 
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（参考） 

【住民からの問い合わせに対する窓口対応例】 

 配布チラシには問い合わせ先を記載することから、想定される市民からの質問と対応

例を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ：被災した家から出た片付けごみは、どこへ運べばいいのか。 

Ａ：地域ごとに定められた仮置場へお願いします。住所が〇〇ですと、○○です。 

Ｑ：被災した家の中の片づけは手伝ってもらえるか。 

Ａ：ボランティアがお手伝いすることになっています。○○-○○○○へ連絡をお願いします。 

Ｑ：被災した家から出た片付けごみは、取りに来てもらえるのか。 

Ａ：現段階では、それぞれのご家庭ごとに仮置場まで運搬をお願いしています。 

  （ボランティアがお手伝いすることになっています。○○-○○○○へ連絡をお願いします。) 

Ｑ：片付けごみは分別しなくとも良いか。 

Ａ：今後の処理に支障をきたすことがあるので、分別をお願いしています。 

  また、仮置場にはごみの種類別に見本が置いてありますので参考にして分けてください。それ

でも不明な点は係員がおりますので聞いてみてください。 

Ｑ：片付けごみを分別したいが分別の種類が良くわからない。 

Ａ：チラシに主な分別の種類を記載しています。また、仮置場にはごみの種類別に見本が置いてあり

ますので参考にして分けてください。それでも不明な点は係員がおりますので聞いてみてください。 

Ｑ：被災も避難もしていないが、仮置場に粗大ごみや生活ごみを持って行って良いか。 

Ａ：仮置場は、被災した方々のための仮のごみ置き場です。被災していない方のごみは通常の出し

方に従ってください。 非常時ですので、収集日やルートが変わる場合には別途ラジオやチラ

シ、ＳＮＳ等で広報いたします。 

Ｑ：バッテリーや農薬などの危険物はもっていって良いか。 

Ａ：危険物については、〇〇へお願いします。仮置場やごみ集積所へ持ち込まないでください。  

   （対応が決まっていない場合の例： 

危険物については、別途ラジオやチラシ、ＳＮＳ等で広報いたします。） 
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３ 発災後４８時間以降                      

手順６ 処理先を確保する。 

 
 
〇 災害廃棄物の種類毎に処理方法を決める。 

〇 ごみ処理施設や締結している協定等の活用で処理しきない災害廃棄物については、 

手順７で県に協力を依頼する。 

表 2-3-1 災害廃棄物の種類 

分別の種

類 
災害廃棄物の種類 処分場所（又は取り扱い） 処分方法 

片づけ 

ごみ 

可燃系混合物 クリーンプラザよこて 焼却 

不燃系混合物 クリーンプラザよこて 焼却・再資源化 

ガラス・せともの クリーンプラザよこて 再資源化 

家電 
指定取引場所（日本通運（株）横手支店）、

家電量販店 
焼却・再資源化 

畳 
仮置場で粗破砕 

→クリーンプラザよこて 
焼却 

スプリング 

マットレス等 

仮置場で粗破砕 

→クリーンプラザよこて 

解体 

→焼却・再資源化 

解体 

ごみ 

コンクリート 廃棄物処理許可業者 破砕・再資源化 

木くず 廃棄物処理許可業者 焼却・再資源化 

金属くず 回収業者等 売却 

危険物 

農薬類・塗料類 県担当部局の指示に従う ― 

バッテリー 廃棄物処理許可業者（広域認定業者） 再資源化 

蛍光管 廃棄物処理許可業者（水銀） 無害化処理 

燃油類 ガソリンスタンド等 再資源化 

ガスボンベ 
販売元又は高圧ガス保安協会、 

LP ガス協会 
再資源化 

カセットボンベ、

燃料タンク 

卓上コンロ、ストーブ等が持ち込まれた

ときは、必ず取り外し、分別保管する。 

分別（本体（金属くず）、燃

油類）→売却・再資源化 

消火器 指定取引場所（日本消火器工業会） 再資源化 

毒物・劇物類 県担当部局の指示に従う ― 

廃石綿等 産業廃棄物処理業者 埋立 

生活 

ごみ 

避難者、被災者の 

生活ごみ 

クリーンプラザよこて 

（仮置場に保管しない。） 
焼却 

 
※大規模災害ではこの限りでない。 

災害廃棄物の処理方法を決める。 
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手順７ 広域処理体制を構築する。 

 

 
 

〇計画した処理体制で処理しきれない場合は、県に広域処理体制の構築を要請する。 

 

〇要請は、県環境整備課あてに責任者から電話連絡で行い、必要に応じて県及び協定締

結関係者との打合せ等を実施した上で、文書（参考様式）で要請する。 

 
 

【広域処理要請の流れ】 

 

手順７－① 県（環境整備課）への電話連絡 

 自前処理が困難と判断した時点で電話により協力要請する。 

 （具体的な協力内容は７－②で決める。） 

 

手順７－② 必要に応じ協定締結団体及び県との打合せ 

 必要に応じ、仮置場などの実地調査を含めて打合せを行い、具体的な協力内容を協議する。 

 

手順７－③ 文書による正式要請 

 協定締結先と具体的な協力内容が決まり次第、県に要請書を送付する。 

県に広域処理体制の構築を要請する。 
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手順８ 契約を締結する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

仮置場の管理・災害廃棄物処理などの契約を締結する。 

手順８－① 契約締結の準備 

手順８－② 単価の設定 

手順 8－③ 業者の選定 

 
 
災害廃棄物の処理にあたり、次の図書、データを用意する。 

 
・平常時の一般廃棄物の収集運搬や処分に係る原価を計算した書類 

・建設物価等の物価本 

・災害時の協定書 

・収集運搬を委託している場合には、委託契約の設計図書 

 

 

手順８－① 契約締結の準備 
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〇 災害支援協定において単価が設定されている場合は、その単価を使う。 

 

〇 協定に定めがない場合は、物価本や秋田県の公共工事積算単価等の公表されている

単価を用いる。 

 

〇 災害時に事業者が不足し、予定価格と実勢価格が乖離する場合は、複数の事業者か

ら参考見積の提出を求め、単価を設定する。 

手順８－② 単価の設定 

 
〇 発災直後においては、協定に基づく事業者の迅速な対応が欠かせないため、緊急随

契を締結する。 

 

〇 一定期間経過後は、速やかに入札又は見積合わせによる契約に切り替えることが適

切であることから、契約期間を適切に設定する。 

 ・東日本大震災や熊本地震（大規模災害）の例では、5～9 ヵ月程度後に競争入札に

切り替えている。 

表 2-3-2 競争入札の実施時期 

東日本大震災（釜石市） 熊本地震（熊本市） H29.7 九州北部豪雨（朝倉市） 

発災から 5 ヶ月後程度 発災から 8 ヶ月後程度 発災から 9 ヶ月後程度 

 

 〇 災害廃棄物の発生量を算定できる場合は総価契約を締結するが、これまでの事例

から困難な場合が多いと推定される。全体の発生量を見込むことが困難なときは、

単価契約を締結する。単価契約とする場合は、単価における諸経費の根拠を明確に

する（諸経費は、通常、災害等廃棄物処理事業費補助金の対象外とされているた

め）。 

 

手順８－③ 業者の選定 
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１ 単独随契 

  災害時には単独随契する場合が多いが、災害等廃棄物処理事業費補助金を活用す

る際は、災害査定に備え、次に留意する。 

  ・なぜ単独随契をしたか。急を要したか。 

  ・契約の相手方の選定方法は適切か。協定はあったか。 

  ・金額の妥当性をどのように判断したか。設定金額と比べてどうか。 

  ・設計図書は適切か。 

  ・参考見積は徴収したか。 

 
２ 見積合わせ 

  単独随意契約の理由がない場合や、災害後一定期間が経過した後は、見積合わせ

を行う場合があるが、次の事項を整理する。 

  ・なぜ入札ではないか。 

  ・設計額よりも著しく高値になっていないか。 

  ・見積を依頼した業者の選定方法は適切か。 

  ・設計図書は適切か。 

  ・設計額は適切か。 

 
３ 入札 

  入札は競争性の面から望ましいとされているが、実勢価格と乖離していると不落

になる可能性があるので、必要に応じて参考見積を徴収する。金額の妥当性、予定価

格の設計に問題がないか確認する。 

 

契約の種類毎の留意事項 
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１ 災害廃棄物の収集運搬・処分の契約 

  市が災害廃棄物の処理を市以外の者に委託する場合は、廃棄物処理法施行令

第 4 条の規定に基づき委託する。災害時の特例として通常禁止されている一般

廃棄物の処理の再委託が認められていることに留意する。 

  なお、一般廃棄物は区域内処理の原則があり、それぞれの市町村が一般廃棄物

処理計画を策定しているため、他市町村の一般廃棄物処理施設に搬出する場合

は、相手方の市町村担当者に必要な手続きを問い合わせ、市町村長の了承を得た

上で搬出する（仕様書のひな形）。 

 
２ 生活ごみの収集運搬・処分に係る契約 

  生活ごみの収集運搬は災害時の協定に基づく契約又は追加的な契約により実

施する。既存の業者で対応できない場合は、協定に基づき県に協力要請する。 

 
３ 仮置場の管理・運営に係る契約 

  仮置場の管理・運営に係る契約は、最も早く行うことになる。仕様書のひな形

をあらかじめ用意し、積算根拠、金額の妥当性について資料を整備する（仕様

書のひな形）。 

委託業務の種類毎の留意事項 
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手順９ 国庫補助制度を活用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
〇 災害時に活用できる補助金として、災害廃棄物の処理に使用できる災害等廃棄物処

理事業費補助金と、廃棄物処理施設の復旧に使用できる廃棄物処理施設災害復旧事

業費補助金がある。 

 

〇 災害関係の国庫補助制度の取扱いについては、環境省作成の「災害関係業務事務処

理マニュアル（自治体事務担当者用）」及び環境省東北地方環境事務所作成の「市町

村向け災害廃棄物処理行政事務の手引き」を参照する。 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 

災害等廃棄物処理事業費補助金等の申請に必要な書類を整える。 

 
 補助制度においては、災害査定を受けることになる。円滑な査定に向けて、被災

状況や災害廃棄物委託事業等の写真を可能な限り撮影するほか、次の点に留意す

る。 

１ 損壊家屋の解体 

 ・解体工事の前後の写真・記録 

 ・罹災証明等の解体が必要と判断した根拠資料 

 

２ 仮置場 

 ・賃借する場合は、単価及び面積の根拠資料（固定資産課税台帳、公示地価、積

算基準等） 

 ・処理量、作業員数、重機稼働台数等が明らかな日報（記録）を作成する（管理

委託する場合は仕様書に盛り込む）。 

 

災害査定に向けて 
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〇「災害関係業務事務処理マニュアル（自治体事務担当者用）」によると、次の場合は、

災害等廃棄物処理事業費補助金の対象にならないとされている。原則として保管場

所を区別したほうが望ましいが、宅地と道路が一様に土砂に埋没している場合など

においては、国土交通省と環境省の補助金を按分して取り扱うことが可能であり事

業の効率的実施が可能である。 

 

 このほか、東日本大震災の事例では、道路啓開において生じた災害廃棄物について

も、環境省以外の補助金対象になり得ることから、保管場所を分けている。 

 
 
 

 

補助制度の対象外となる災害廃棄物について 
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手順１０ 災害廃棄物処理実行計画を策定する。 

 

 
〇 災害廃棄物の処理が１年以上にわたると見込まれる場合は、災害廃棄物処理実行計

画を策定する。実行計画策定にあたっては、必要に応じて県に技術支援を求める。 

〇 災害廃棄物処理実行計画は、進捗に応じて段階的に見直しする。 

〇 実行計画では、災害廃棄物の処理フロー図を作成する。 

〇 被害家屋数の木造、非木造の別が判明したときは、秋田県地震被害想定の推計方法

による推計も行い、大きい方の数値を採用する。 

〇 避難所を長期に渡り設置するときは、し尿及び避難所ごみの発生量を推計し、生活

ごみ等の収集に影響しないよう安定した収集体制を構築する。 

し尿発生量（L/日）＝（避難者数（人）＋仮設トイレ必要人数＋非水洗化人（避

難者を除く））×し尿の 1 人 1 日平均排出量（L/人・日） 

し尿の 1 人 1 日平均排出量：1.7L/人・日 

避難所ごみ発生量（t/日）＝避難者数（人）×発生原単位（t/人・日）※ 
※横手市の 1人 1日あたりのごみ排出量 637ｇ/人・日（一般廃棄物処理実態調査（平成 28年度、環境省）） 

表 2-3-3 災害廃棄物処理実行計画の目次例 

第１章 災害廃棄物処理実行計画について 第４章 災害廃棄物処理の基本方針 

 １ 計画の目的  １ 役割分担 

 ２ 計画の位置づけ  ２ 基本的な考え方 

 ３ 計画の期間  ３ 処理体制 

第２章 被災の状況  ４ 財源 

 １ 地震の状況 第５章 損壊家屋等の解体撤去について 

 ２ 住家被害の状況  １ 経緯 

第３章 災害廃棄物の発生量について  ２ 公費解体と自費解体 

 １ 発生量推計の方法  ３ 公費解体の進捗状況について 

 ２ これまでの廃棄物処理量について 第６章 災害廃棄物の処理方法 

 ３ これからの廃棄物発生推計量につい

て 

 １ 災害廃棄物の処理フロー 

 ４ 災害廃棄物発生推計量について  ２ 災害廃棄物の集積 

  ３ 処理のスケジュール 

 

28 2 29 6 21  

災害廃棄物処理実行計画を策定する。 

出典：平成 28 年熊本地震に係る益城町災害廃棄物処理実行計画 第 2 版（平成 29 年 6 月、益城町） 
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図 2-3-1 災害廃棄物処理フローの例（地震災害） 
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図 2-3-2 災害廃棄物処理フローの例（水害） 
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（参考 避難所ごみ発生量の推計方法） 
県処理計画による避難所ごみの発生量の推計式は表 2-3-4 のとおりである。この式による

推計発生量を元に必要な収集運搬車両台数等の確保を行う。 

表 2-3-4 避難所ごみ発生量の推計式 

 

 

※横手市の 1 人 1 日あたりのごみ排出量 630ｇ/人・日（平成 29 年度一般廃棄物処理実態調査より） 

（参考 避難所のごみ発生量） 
表 2-3-5 想定地震別の避難所ごみ発生量 

No. 想定地震 避難者数（人） 避難所ごみ（ｔ/日） 

1 能代断層帯 0 0.0 
2 花輪東断層帯 0 0.0 

3 男鹿地震 0 0.0 

4 天長地震 9 0.1 

5 秋田仙北地震震源北方 5,228 3.3 

6 北由利断層 1,231 0.8 

7 秋田仙北地震 21,240 13.6 

8 横手盆地東縁断層帯北部 8,170 5.2 

9 横手盆地東縁断層帯南部 25,532 16.3 

10 真昼山地東縁断層帯北部 1,722 1.1 

11 真昼山地東縁断層帯南部 6,889 4.4 

12 象潟地震 50 0.1 

13 横手盆地真昼山地連動 45,644 29.1 

14 秋田仙北地震震源北方仙北地震連動 36,487 23.3 

15 天長地震北由利断層連動 5,904 3.8 

16 津軽山地西縁断層帯南部 0 0.0 

17 折爪断層 0 0.0 

18 雫石盆地西縁断層帯 0 0.0 

19 北上低地西縁断層帯 4,678 3.0 

20 庄内平野東縁断層帯 414 0.3 

21 新庄盆地断層帯 1 0.1 

22 海域Ａ 19 0.1 

23 海域Ｂ 32 0.1 

24 海域Ｃ 1 0.1 

25 海域Ａ+Ｂ連動 811 0.6 

26 海域Ｂ+Ｃ連動 0 0.0 

27 海域Ａ+Ｂ+Ｃ連動 1,401 0.9 

出典：秋田県災害廃棄物処理計画 資料編 P118～120（平成 30年 3月、秋田県） （一部編集） 

 

 

避難所ごみ発生量（ｔ/日）＝避難者数（人）×発生原単位（ｔ/人・日）※ 
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１ 初動期の道路啓開等で発生する災害廃棄物の取扱い                                     

 

〇 災害後のインフラ復旧のため、建設部局が道路啓開を行うことがあるが、こうした事

業は国土交通省の国庫補助対象になる可能性があるので、取扱いが決まるまでの間は、

念のため通常の災害廃棄物とは別の保管場所に保管することが望ましい。同様に、河

川区域や農業用地の流木等も別の補助制度の対象になる可能性があるので、担当部局

と調整した上で対応する。 

 

【土砂・流木の取り扱いの例】 

・民家に流入：災害廃棄物担当部局が対応 

・道路に散乱：建設部局が対応 

・農業用地に散乱：農林部局が対応 

 

 

２ 損壊家屋等の解体撤去                     

 

〇 損壊家屋等の解体は私有財産の処分であるため、原則として所有者の責任によって

行う。 

 

〇 ただし、東日本大震災や熊本地震では、国が特例措置として、市町村が損壊家屋等の

解体を実施する分を補助対象としているので、大規模災害時は留意する。 

 

〇 なお、全壊と認定された家屋については、通常の災害等廃棄物処理事業費補助金の

対象とすることが可能なので、県と連絡調整し、確認・対応する（特例により費用返還

対象となった例がある）。 

 

 

 

 第３編 大規模災害時に特に必要となる対応 
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〇 解体申請窓口を設置し、解体申請方法を被災者へ広報する。解体を受け付けた

建物について、倒壊の危険度や申請の順番等をもとに解体・撤去の優先順位を決

定する。 

〇 被災家屋の確認は申請者及び解体業者とともに３者で行い、解体内容について

確認し、同意書を作成する。 

〇 解体前にはアスベストの事前調査を行い、アスベストを含有する建材が使用さ

れていることが分かったときは、廃棄物処理法及び大気汚染防止法に基づき、適

切に分別・除去する。 

〇 建屋及び基礎解体、運搬等に係る単価設定を検討し、工事費積算書及び管理台

帳より発注図書を作成する。また、災害報告書作成のため、数量及び単価根拠等

を整理する。アスベスト調査でアスベスト含有が確認された建物については、そ

の対応について発注図書に記載する。 

〇 解体工事は 1 件ごとに設計を行い、入札により業者を決定することが適切であ

るが、大規模災害時には関係団体と連携することで効率良く進める。解体・撤去

の着手にあたっては、建物所有者の立ち会いを求め、解体範囲等の最終確認を行

う。 

〇 解体実績に基づき数量を積算し、変更があった場合には変更数量積算を行い、

設計変更契約を行う。解体工事が完了した段階で、工事完了図書を作成する。 

 
 

 

 
〇 公費解体の開始は発災後数ヶ月経ってから行われることが多い。災害発生後の

環境省の通知等により補助対象となる条件を確認する。 

〇 公費解体の開始と同時に住民からの問合せが殺到することが想定されるので、

判断基準や申請内容を整理し職員に周知する。 

〇 公費解体について災害協定を締結している場合には、随意契約とする。罹災証

明発行後に申請件数が少ない場合は、入札により業者を選定する。 

〇 公費解体数が多い場合には、解体標準単価を設定し、地域毎に順次計画的に解

体工事を進める。（仕様書のひな形） 

〇 解体工事業は、請負金額によって必要な許可が異なるため、建設部局に事前に

確認する。 

損壊家屋等の解体撤去に係る留意事項 

解体申請対応手順 
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３ 二次仮置場及び仮設処理施設の設置                                     

 

〇 県外処理を含め、処理が長期間に及ぶ場合は、移動式がれき破砕機や仮設焼却炉の設

置を検討する。 

〇 これらの仮設処理施設は、県内外の広域処理の拠点となる二次仮置場に設置し、破砕

選別した災害廃棄物を順次搬出する体制を構築する。 

 

 
 移動式がれき類等破砕施設を設置する際は、生活環境影響調査を実施する。 

 移動式がれき類等破砕施設に係る生活環境影響調査では原則として、騒音及び振

動に関する現況把握は不要とされている。音源又は振動源データを用いた数値計算

により施設の稼働に伴い発生する騒音及び振動を予測し、影響の分析を行い、生活

環境影響調査書として整埋し、設置届出（又は特例設置）の手続きをとる。 

 

表 3-3-1 移動式がれき類等破砕施設に関する生活環境影響調査項目 

調査項目 生活環境影響調査項目 施設の稼働 

大
気
環
境 

大気室 

粉じん △ 

二酸化窒素（NO2）  

浮遊粒子物質（SPM）  

騒音 騒音レベル 〇 

振動 振動レベル 〇 

悪臭 特定悪臭物質濃度または臭気指数（臭気濃度）  

水
環
境 

水質 

生物化学的酸素供給量（BOD） 

又は化学的酸素供給量（COD） 

 

浮遊物質（SS）  

その他必要な項目  

注）〇は調査を実施する項目、△は必要に応じ調査を実施する項目を示す。 
粉じんは、散水が行いにくい場合等に必要に応じて調査の対象とする。 

出典：移動式がれき類等破砕施設の生活環境影響調査に関するガイドライン（平成 26 年 3 月） 
環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部 

移動式がれき類等破砕施設の設置の手続き 
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 焼却施設（5 トン/日（200kg/h）以上又は火格子面積が 2 ㎡以上）を設置する際は、

「廃棄物処理施設生活環境調査指針」に基づき、生活環境影響調査が必要となる。それ

ぞれの生活環境影響要因（煙突排ガスの排出等）について、現況把握、予測、影響の分析

を行い、生活環境影響調査書として整理し、設置届出（又は特例設置）の手続きをとる。 

 
表 3-3-2 焼却施設に関する生活環境影響要因と生活環境影響調査項目 

調査項目 

生活環境影響要因 

 

生活環境影響調査項目 

煙突排

ガスの

排出 

施設配水

の排出 

施設の 

稼働 

施設から 

の悪臭の 

漏洩 

廃棄物 

運搬車両

の走行 

大
気
環
境 

大 

気 

質 

二酸化硫黄（SO2） 〇     

二酸化窒素（NO2） 〇    〇 

浮遊粒子状物質（SPM） 〇    〇 

塩化水素（HCl） 〇     

ダイオキシン等 〇     

その他必要な項目 注） 〇     

騒音 騒音レベル   〇  〇 

振動 振動レベル   〇  〇 

悪臭 
特定悪臭物質濃度 

または臭気指数（臭気濃度） 
〇   〇  

水
環
境 

水質 

生物化学的酸素要求量（BOD） 

または科学的酸素要求量（COD） 
 〇    

浮遊物質量（SS）  〇    

ダイオキシン類  〇    

その他必要な項目 注）  〇    

注）その他必要な項目とは、処理される廃棄物の種類、性状及び立地特性等を考慮して、 
影響が予測される項目である。 
例えば、大気質については、煙突排ガスによる重金属類等があげられ、また、水質に 

ついては全窒素（T-N）、全リン（T-P）（T-N、T-P を含む排水を、それらの配水基準 

が適用される水域に放流する場合）等があげられる。 

出典：廃棄物処理施設生活環境影響調査指針（平成 18 年 9 月） 
環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部 

 

仮設焼却炉の設置の手続き 
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（参考 二次仮置場の必要面積の推計結果） 

 
 表 3-3-3 二次仮置場の必要面積推計結果 

No. 想定地震 面積（ha） 

1 能代断層帯 1.44 

2 花輪東断層帯 1.44 

3 男鹿地震 1.44 

4 天長地震 1.44 

5 秋田仙北地震震源北方 3.68 

6 北由利断層 1.91 

7 秋田仙北地震 20.48 

8 横手盆地東縁断層帯北部 4.82 

9 横手盆地東縁断層帯南部 19.92 

10 真昼山地東縁断層帯北部 2.00 

11 真昼山地東縁断層帯南部 4.13 

12 象潟地震 1.68 

13 横手盆地真昼山地連動 55.16 

14 秋田仙北地震震源北方仙北地震連動 44.03 

15 天長地震北由利断層連動 5.21 

16 津軽山地西縁断層帯南部 1.44 

17 折爪断層 1.44 

18 雫石盆地西縁断層帯 1.44 

19 北上低地西縁断層帯 3.09 

20 庄内平野東縁断層帯 1.64 

21 新庄盆地断層帯 1.44 

22 海域Ａ 1.49 

23 海域Ｂ 1.55 

24 海域Ｃ 1.44 

25 海域Ａ+Ｂ連動 2.22 

26 海域Ｂ+Ｃ連動 1.94 

27 海域Ａ+Ｂ+Ｃ連動 2.92 

出典：秋田県災害廃棄物処理計画 資料編 P129（平成 30年 3月、秋田県）     
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４ 環境調査                           

 

〇 災害廃棄物の処理が長期に及ぶときは、各環境保全対策の効果を検証するため、環境調査を実施する。 

〇 環境調査は、大気質、騒音・振動、土壌、臭気、水質、火災等の環境への影響を把握する。 

  ※ 調査項目及び頻度は、現場状況または周辺状況（人家が近い又は全くいない等）により再検討する。 

〇 仮置場を所有者に返却するときは、仮置場の使用に伴って生じた土壌汚染等の有無を確認する。 

〇 環境調査は、秋田県災害廃棄物処理計画策定マニュアルに記載された項目を実施するものとし、その方法は

「災害廃棄物対策指針 平成３０年３月 環境省環境再生・資源循環局災害廃棄物対策室 における【技術

資料１－１４－７ 環境対策、モニタリング、火災防止対策】に示されたものを標準とする。 

 

表 3-4-1 環境調査の実施場所と項目 

対象 調査項目 

被災現場 

（解体現場

等） 

（大気質） 

・アスベスト 

運搬時 

（大気質） 

・浮遊粒子物質 

（必要に応じて窒素酸化物等も実施） 

（騒音・振動） 

・騒音レベル、振動レベル 

仮置場 

（大気質） 

・粉塵、浮遊粒子物質 

（騒音・振動） 

・騒音レベル、振動レベル 

（土壌） 

・有害物質 

（現状復旧時の災害廃棄物撤去後に実施） 

（臭気） 

・特定悪臭物質濃度、臭気指数等 

（水質） 

・排水：排水基準等 

・近傍の公共用水域及び地下水：環境基準等 

（火災） 

・目視による湯気や臭気の有無 

・赤外線カメラ等による廃棄物表面温度 

・温度計による廃棄物内部温度 

・メタンや硫化水素等のガス 
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５ 地方自治法に基づく事務委託、事務代替                                     

〇 大規模災害の発生等により甚大な被害を受けた場合は、県へ事務の委託（地方自治法

252 条の 14）または事務の代替執行（地方自治法 252 条の 16 の 2)を依頼し、災害廃

棄物処理を実施する。 

 

６ し尿処理施設の被災への対応                                     

 

〇 し尿処理施設が被災した場合は、県に対してし尿に係る広域処理の調整を要請する

（手順７参照）。 

 

〇 また、必要に応じ、し尿及び農業集落排水処理施設への投入について、関係機関と協

議する。 

 

   表 3-4-2 横手市内のし尿及び集落排水施設等一覧（平成 30年 11 月現在） 

横手市内の下水道施設等の名称 住所 

横手市横手衛生センター 横手市睦成字七間川原 53-2 

横手市雄物川衛生センター 横手市雄物川町矢神字堂ノ下 129 番地 

大森浄化センター 横手市大森町字湯の島２０９番地 

十日町浄化センター 横手市大森町十日町字弥内川原１６８番地１の

内 

川西浄化センター 横手市大森町板井田字砂田１８０番地 

上溝浄化センター 横手市大森町上溝字中野３７７番地２ 

本郷浄化センター 横手市大森町字高野中島２０８番地 

矢走浄化施設 横手市大森町坂部字矢走３５９番地 

武道浄化センター 横手市大森町上溝字武道３９０番地３ 

今泉浄化センター 横手市十文字町睦合字寺田４２番地 

植田浄化センター 横手市十文字町植田字宮ノ前９７番地 

金沢浄化センター 横手市金沢中野字金沢３番地２ 

山内浄化センター 横手市山内土渕字板井沢１９５番地１ 
 

 


